
最
低
賃
金
の
２
０
２
６
年
度
改
正
目
安

額
を
決
め
る
国
の
審
議
会
は
７
月
２
８
日
、

東
京
都
内
で
６
回
目
の
小
委
員
会
を
開
き

ま
し
た
。
労
使
と
も
に
引
き
上
げ
が
必
要

だ
と
い
う
認
識
で
一
致
し
て
お
り
ま
す
。

現
在
の
全
国
平
均
時
給
１
１
２
１
円
か

ら
、
５
５
円
引
き
上
げ
る
こ
と
で
決
着
い

た
し
ま
し
た
。

物
価
高
騰
に
苦
し
む
労
働
者
の
生
計
費

を
重
視
し
つ
つ
、
中
小
企
業
の
経
営
に
も

一
定
の
配
慮
を
し
て
い
る
と
み
ら
れ
て
お

り
ま
す
。

本
年
度
の
議
論
を
理
解
す
る
た
め
に
は
、

昨
年
度
の
実
績
を
正
確
に
抑
え
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。
昨
年
度
の
地
域
最
低
賃
金
は
、

４
７
都
道
府
県
す
べ
て
の
答
申
が
出
そ
ろ

い
、
全
国
加
重
平
均
１
１
２
１
円
（
前
年

度
１
０
５
５
円
か
ら
＋
６
６
円
、
引
き
上

げ
率
６
・
３
％
）
と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ

は
、
１
９
７
８
年
に
目
安
制
度
が
始
ま
っ

て
以
降
、
引
き
上
げ
額
と
し
て
過
去
最
高

で
す
。
ま
た
、
昨
年
度
の
最
低
賃
金
改
定

で
は
、
「
隣
県
よ
り
低
く
し
た
く
な
い
」

「
全
国
最
下
位
を
避
け
た
い
」
と
い
う
意

識
か
ら
、
国
が
示
す
目
安
額
を
大
幅
に
上

回
る
引
き
上
げ
を
行
う
地
域
が
相
次
ぎ
ま

し
た
。
こ
の
よ
う
な
近
隣
県
と
の
獲
得
競

争
や
最
下
位
争
い
が
審
議
を
停
滞
さ
せ
て

い
る
と
の
懸
念
が
示
さ
れ
て
お
り
、
中
長

期
的
な
見
直
し
が
議
論
さ
れ
て
お
り
ま
す
。

２
０
２
２
年
に
Ｅ
Ｕ
で
採
択
さ
れ
た

「
最
低
賃
金
に
関
す
る
欧
州
連
合
指
令
」

は
、
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
に
対
し
て
、
最
低
賃
金

が
全
国
賃
金
中
央
値
の
６
０
％
、
ま
た
は

全
国
平
均
賃
金
の
５
０
％
を
下
回
る
べ
き

で
は
な
い
と
の
参
考
指
標
を
示
し
て
い
ま

す
。
日
本
の
最
低
賃
金
は
、
Ｅ
Ｕ
指
令
の

参
考
値
を
下
回
る
水
準
と
さ
れ
て
お
り
、

こ
の
国
際
基
準
を
ど
の
程
度
反
映
さ
れ
る

か
が
中
長
期
論
点
と
な
っ
て
い
ま
す
。
仮

に
日
本
の
最
低
賃
金
を
「
全
国
賃
金
中
央

値
の
６
０
％
」
水
準
に
引
き
上
げ
る
と
相

当
規
模
の
引
き
上
げ
が
必
要
と
な
る
計
算

で
、
こ
れ
は
政
府
の
「
２
０
２
０
年
代
に

全
国
平
均
１
５
０
０
円
」
目
標
と
概
ね
整

合
す
る
水
準
で
す
。

２
０
２
５
年
の
発
効
日
は
、
最
早
が

１
０
月
、
最
遅
が
３
月
３
１
日
と
、
約
半

年
の
差
が
生
じ
ま
し
た
。
同
一
企
業
内
の

複
数
拠
点
で
給
与
計
算
ル
ー
ル
が
時
期
に

よ
っ
て
異
な
る
、
派
遣
・
出
向
の
取
り
扱

い
が
複
雑
化
す
る
等
、
実
務
的
混
乱
が
指

摘
さ
れ
て
お
り
ま
す
。
全
国
一
律
の
発
効

日
（
１
０
月
１
日
が
有
力
）
へ
の
統
一
に

向
け
た
議
論
が
本
格
化
す
る
見
込
み
で
す
。

政
府
は
２
０
２
７
年
度
以
降
、
出
入
国

在
留
管
理
庁
の
職
員
を
２
０
０
人
程
度
増

や
す
方
針
を
決
め
ま
し
た
。
在
留
外
国
人

の
増
加
を
踏
ま
え
、
職
員
を
増
員
し
不
法

在
留
者
の
摘
発
強
化
や
在
留
審
査
の
迅
速

化
を
図
る
考
え
で
す
。

入
管
庁
に
よ
る

と
、
不
法
在
留
者
は
２
年
連
続
で
減
少
傾

向
に
あ
る
も
の
の
、
今
年
１
月
時
点
で
６

万
８
４
８
８
人
に
上
っ
て
お
り
ま
す
。

外
国
人
の
受
入
れ
人
数
に
数
値
目
標
を

検
討
、
来
年
３
月
に
基
本
方
針
。
経
済
界

か
ら
は
制
限
強
化
の
動
き
に
懸
念
の
声
も
。

７
月
２
４
日
に
開
か
れ
た
外
国
人
政
策

に
関
す
る
関
係
閣
議
会
議
で
、
議
長
の
木

原
官
房
長
官
は
、
「
有
識
者
会
議
で
議
論

を
進
め
、
将
来
推
計
を
行
い
つ
つ
、
本
年

度
中
に
基
本
方
針
を
ま
と
め
て
ほ
し
い
」

と
指
示
を
出
し
た
。
有
識
者
会
議
は
７
月

２
４
日
付
で
設
置
さ
れ
、
外
国
人
政
策
を

担
当
す
る
小
野
田
経
済
安
全
保
障
相
の
下

で
検
討
す
る
。

自
民
党
と
日
本
維
新
の
会
の
連
立
政
権

合
意
書
で
は
「
外
国
人
受
入
れ
に
関
す
る

数
値
目
標
や
基
本
方
針
を
明
記
し
た
人
口

戦
略
」
を
今
年
度
中
に
策
定
す
る
と
し
て

い
た
。
小
野
田
経
済
安
全
保
障
相
は
会
議

後
の
記
者
会
見
で
、
数
値
目
標
な
ど
を
盛

り
込
む
の
か
ど
う
か
を
問
わ
れ
、
「
当
然
、

そ
れ
も
含
ま
れ
る
と
思
っ
て
い
る
」
と
述

べ
た
。

在
留
外
国
人
は
増
加
傾
向
に
あ
る
。
２

０
２
５
年
末
に
４
１
２
万
人
に
達
し
、
２

１
年
末
の
約
１
・
５
倍
と
な
っ
た
。
日
本

維
新
の
会
は
６
月
、
人
口
に
占
め
る
外
国

人
比
率
の
上
限
目
標
を
入
れ
た
基
本
方
針

の
策
定
を
求
め
、
小
野
田
経
済
安
全
保
障

相
に
提
言
を
出
し
て
い
る
。

現
在
も
日
本
人
の
雇
用
に
悪
影
響
を
及

ぼ
さ
な
い
よ
う
、
外
国
人
の
在
留
資
格
の

う
ち
、
「
特
定
技
能
」
や
来
年
４
月
に
始

ま
る
「
育
成
就
労
」
で
は
、
業
種
ご
と
に

上
限
が
定
め
ら
れ
て
い
る
。
だ
が
、
専
門

職
で
あ
る
「
技
術
・
人
文
知
識
・
国
際
業

務
」
や
「
留
学
」
な
ど
他
の
在
留
資
格
で

は
上
限
は
な
い
。

一
方
で
、
人
口
減
少
が
進
む
地
方
で
は

人
手
不
足
が
深
刻
化
し
、
外
国
人
労
働
者

の
受
入
れ
拡
大
を
望
む
声
が
多
い
。
日
本

商
工
会
議
所
は
５
月
、
「
上
限
引
き
上
げ

も
必
要
だ
」
と
す
る
提
言
を
ま
と
め
た
。
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